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2023年３月期 第３四半期 財務諸表の概況（連結） 
   

   2023年２月13日

    

会社名 ＡＦＳコーポレーション株式会社 ＵＲＬ https://www.afscorporation.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長  冨永 廣規 ＴＥＬ 03(6838)8495 

問合せ先責任者 取締役 田爪 竜馬 特定取引勘定設置の有無 無 

 

 （百万円未満切捨て）

１．2023年３月期第３四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年12月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

 経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2023年３月期第３四半期 110,872 △0.0 4,458 △38.0 2,733 △29.6 

2022年３月期第３四半期 110,948 △14.1 7,198 217.5 3,888 － 
 
（注）包括利益 2023年３月期第３四半期 △20,485百万円 (－％)  2022年３月期第３四半期 5,831百万円 (△50.5％)

 

 
１株当たり 

四半期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

2023年３月期第３四半期 273,392 80 － 

2022年３月期第３四半期 388,888 20 － 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 
自己資本比率 

（注１） 
連結自己資本比率 

（国内基準）（注２） 

 百万円 百万円 ％ ％ 

2023年３月期第３四半期 5,075,122 294,052 5.7 （速報値）9.4 

2022年３月期 4,807,491 314,538 6.5 9.8 
 
（参考）自己資本 2023年３月期第３四半期 293,984百万円  2022年３月期 314,466百万円 

（注１）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しておりま

す。なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

（注２）「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第52条の25の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社及びそ

の子会社の保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準

（平成18年金融庁告示第20号）」に基づき算出しております。 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2022年３月期 － － － － － 

2023年３月期 － － －   
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※注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有 

② ①以外の会計方針の変更         ： 無 

③ 会計上の見積りの変更          ： 無 

④ 修正再表示               ： 無 

（注）詳細は、Ｐ.６「１．四半期連結財務諸表（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」

をご覧ください。 

 

（４）発行済株式数 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期第３Ｑ 10,000株 2022年３月期 10,000株 

② 期末自己株式数 2023年３月期第３Ｑ －株 2022年３月期 －株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期第３Ｑ 10,000株 2022年３月期第３Ｑ 10,000株 
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１．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

 （単位：百万円）
 

 
前連結会計年度 

（2022年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 

（2022年12月31日） 

資産の部   

現金預け金 882,714 669,231 

コールローン 11,623 9,884 

買入金銭債権 33,492 27,870 

金銭の信託 105,026 97,932 

有価証券 474,905 457,269 

貸出金 2,483,171 2,578,891 

外国為替 7,726 2,126 

割賦売掛金 604,852 1,013,623 

その他資産 165,358 185,521 

有形固定資産 11,307 10,219 

無形固定資産 23,178 16,655 

繰延税金資産 3,793 4,016 

支払承諾見返 7,762 7,619 

貸倒引当金 △7,422 △5,740 

資産の部合計 4,807,491 5,075,122 

負債の部   

預金 4,202,717 4,428,454 

借用金 36,525 35,435 

外国為替 22 12 

社債 223 246 

その他負債 241,008 306,830 

賞与引当金 1,626 801 

役員業績報酬引当金 79 47 

退職給付に係る負債 66 97 

睡眠預金払戻損失引当金 73 67 

ポイント引当金 2,242 881 

その他の引当金 148 166 

繰延税金負債 456 409 

支払承諾 7,762 7,619 

負債の部合計 4,492,952 4,781,069 

純資産の部   

資本金 2,000 2,000 

資本剰余金 302,947 302,947 

利益剰余金 18,481 21,215 

株主資本合計 323,428 326,162 

その他有価証券評価差額金 △8,991 △32,757 

為替換算調整勘定 29 579 

退職給付に係る調整累計額 0 0 

その他の包括利益累計額合計 △8,961 △32,177 

非支配株主持分 71 67 

純資産の部合計 314,538 294,052 

負債及び純資産の部合計 4,807,491 5,075,122 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第３四半期連結累計期間） 

 （単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2021年４月１日 
至 2021年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 2022年４月１日 
至 2022年12月31日） 

経常収益 110,948 110,872 

資金運用収益 64,912 62,006 

（うち貸出金利息） 61,533 59,969 

（うち有価証券利息配当金） 3,039 1,628 

役務取引等収益 32,709 33,321 

その他業務収益 8,907 9,508 

その他経常収益 4,418 6,035 

経常費用 103,750 106,413 

資金調達費用 1,746 1,927 

（うち預金利息） 1,396 1,718 

役務取引等費用 50,689 51,745 

その他業務費用 1,106 575 

営業経費 49,888 51,847 

その他経常費用 319 318 

経常利益 7,198 4,458 

特別損失 201 506 

固定資産処分損 61 212 

減損損失 136 68 

システム移行関連費 － 225 

新型感染症対応による損失 3 － 

税金等調整前四半期純利益 6,996 3,952 

法人税、住民税及び事業税 1,025 639 

法人税等調整額 2,110 589 

法人税等合計 3,135 1,228 

四半期純利益 3,861 2,723 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △27 △10 

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,888 2,733 



- 5 - 

 

（四半期連結包括利益計算書） 

（第３四半期連結累計期間） 

 （単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2021年４月１日 
至 2021年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 2022年４月１日 
至 2022年12月31日） 

四半期純利益 3,861 2,723 

その他の包括利益 1,970 △23,209 

その他有価証券評価差額金 1,822 △23,765 

為替換算調整勘定 148 556 

四半期包括利益 5,831 △20,485 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,857 △20,481 

非支配株主に係る四半期包括利益 △25 △4 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

 該当事項はありません。 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 令和３年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する

ことといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

（追加情報） 

 前連結会計年度の連結財務諸表の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の収束の時期等

を含む仮定について重要な変更はありません。 

 


